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鹿児島県

（※については例規集登載事項）
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鹿児島県核燃料税条例の施行期日を定める規則をここに公布する。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県規則第25号

鹿児島県核燃料税条例の施行期日を定める規則

鹿児島県核燃料税条例（平成29年鹿児島県条例第35号）の施行期日は，平成30年６月１日と

する。

鹿児島県告示第539号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により，指定医療

機関から次のとおり廃止の届出があった。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

名 称 所 在 地 廃止年月日

かわひら歯科クリニック 霧島市隼人町姫城1089－１ 平成29年９月15日

小みかん薬局 垂水市南松原町10番地 平成29年７月31日

幸南クリニック 指宿市西方6733番地 平成29年９月30日

ぶどうの木調剤薬局 姶良市加治木町木田1962番地 平成29年９月30日

小野医院 肝属郡肝付町前田836番地２ 平成29年11月30日

ギンザ薬局 西之表市西町7087番地２ 平成29年11月21日

霧島市民薬局 霧島市国分中央三丁目26番８号 平成29年10月31日
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えびす薬局 姶良市加治木町木田3980番地１ 平成29年12月31日

りんどう心のクリニック 垂水市南松原町58 平成29年９月30日

有限会社しもずる薬局 出水市高尾野町下水流761番地３ 平成29年11月30日

おばた泌尿器・ひふ科 姶良市加治木町木田3979－１ 平成29年12月31日

シバタ薬局 出水市高尾野町柴引64 平成29年12月31日

有限会社ゆり調剤薬局 姶良市加治木町港町146番地３ 平成30年１月31日

松尾歯科医院 大島郡知名町大字瀬利覚913番地 平成29年10月31日

５

しもずる薬局 出水市高尾野町下水流761番地３ 平成30年２月28日

鹿児島県告示第540号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により，指定医療

機関から次のとおり廃止の届出があった。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

事 業 者 事 業 所
廃止年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社香里 出水市武本13683－３ ＠（あっと）訪問看 摩川内市中郷町4620 平成29年10

護ステーション摩 －１バーディー102号 月31日

川内

鹿児島県告示第541号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）

第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により，次のとおり指

定医療機関として指定した。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

名 称 所 在 地 指定年月日

丸山歯科医院 阿久根市大丸町83番地 平成30年３月１日

ワハハ姶良イオンキッズデンタ 姶良市西餅田264－１－３Ｆ 平成29年10月１日

ルランド＆大人歯科

有限会社しもずる薬局 出水市高尾野町下水流761番地３ 平成30年３月１日

徳重クリニック 姶良市加治木町新富町110番地 平成30年１月１日

しおかぜ薬局 出水郡長島町指江87番地９ 平成30年４月１日

鹿児島県告示第542号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により，次のと

おり指定施術機関として指定した。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

指定年月
氏 名 施術所の名称及び所在地 施術の種類

日

楠元かおり おおくぼ整骨院 平成30年 柔道整復

霧島市霧島大窪246－６ １月９日

松浦陽介 よつば鍼灸整骨院 平成30年 はり，きゅ
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霧島市国分向花町11－３ １月１日 う

西恭平 よつば鍼灸整骨院 平成30年 柔道整復

霧島市国分向花町11－３ １月１日

今吉健太 整骨院無双伊集院 平成30年 柔道整復

日置市伊集院町下谷口1806－１－２ ２月12日

今吉健太 げんき整骨院 平成30年 柔道整復

姶良市加治木町木田57－１ ２月12日

中野真次 高山整骨院 平成30年 柔道整復

肝属郡肝付町新富551－１ ３月９日

原圭希 整骨・美容鍼灸サロンひまわり 平成30年 はり，きゅ

霧島市隼人町住吉1823－４－２ ３月８日 う，柔道整

復

鹿児島県告示第543号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により，指定医療

機関から次のとおり変更の届出があった。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

変 更 内 容 変更年月
名称及び所在地 変更事項

変 更 前 変 更 後 日

クスノキ薬局むけ店 所在地 霧島市国分向 霧島市国分向 平成29年

霧島市国分向花131－３ 花156－２ 花131－３ 10月１日

医療法人永光会あいらの森ホス 名称 医療法人永光 医療法人永光 平成29年

ピタル 会栗野病院 会あいらの森 10月１日

姶良郡湧水町北方1854 ホスピタル

ひおき診療所 名称 日置市診療所 ひおき診療所 平成30年

日置市日吉町日置1150－１ ４月１日

鹿児島県告示第544号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定により，指定介護機関から次のとおり変更の届出があった。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

事業者の名称及び主 事業所の名称及び所 変 更 内 容
変更事項 変更年月日

たる事務所の所在地 在地 変 更 前 変 更 後

鹿児島医療生活協同 生協訪問看護ステー 事業所の所 霧島市国分中央 霧島市国分中央 平成29年11

組合 ション・こくぶ 在地 五丁目13番77号 三丁目38番15号 月１日

鹿児島市谷山中央五 霧島市国分中央三丁

丁目12番３号 目38番15号

鹿児島医療生活協同 生協ヘルパーステー 事業所の所 霧島市国分中央 霧島市国分中央 平成29年11

組合 ション・こくぶ 在地 五丁目13番77号 三丁目38番15号 月１日

鹿児島市谷山中央五 霧島市国分中央三丁

丁目12番３号 目38番15号

社会福祉法人椎原寿 ほほえみホームヘル 事業所の名 椎原寿恵会訪問 ほほえみホーム 平成30年４

恵会 パーステーション 称 介護事業所 ヘルパーステー 月１日

佐賀県鳥栖市村田町 南さつま市加世田内 ション
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1250番地 山田2580番地

大規模小売店舗の届出について市町村から聴取した意見に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に

より鹿児島市長から次のとおり意見を聴取したので，当該意見を平成30年５月１日から１月間，

鹿児島県商工労働水産部商工政策課において縦覧に供する。

平成30年５月１日

鹿児島県知事 三反園訓

１ 意見の対象となった大規模小売店舗の名称及び所在地

オプシアミスミ

鹿児島市宇宿二丁目314番地 外４筆

２ 意見の対象となった届出及び届出年月日

法第６条第１項の規定による届出事項の変更に関する届出

平成29年11月22日

３ 意見の概要

今回届出のあった変更事項は，周辺の地域の生活環境に影響を及ぼすものではないと考え

られるため，本市意見は特にありません。

鹿児島県公安委員会告示第37号

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第20条第４項

の規定により申請のあった次の遊技機は，遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和

60年国家公安委員会規則第４号）第６条の遊技機の型式に関する技術上の規格に適合している

と認めた。

平成30年５月１日

鹿児島県公安委員会委員長 豊島忍

遊技機の種類 型式名 製造者の氏名又は名称 検定番号

ぱちんこ遊技機 ＣＲシャカリーナＶＶ マルホン工業株式会社 8P0012

ぱちんこ遊技機 ＣＲあしたのジョーＦＣ サミー株式会社 8P0082

回胴式遊技機 パチスロ仮面ライダーＢＬＡＣＫ 株式会社オッケー． 7S1937

ＪＭＡ

回胴式遊技機 パチスロハナンチュ／ＳＡ 株式会社スパイキー 7S1524

公 安 委 員 会 告 示

公 告


